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浜岡地域原子力防災協議会作業部会のこれまでの取り組み 
 

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付 

 

■第１回浜岡地域ワーキングチーム［平成 25 年 11 月 15 日、静岡県内関係機関出席］ 

・共通課題の対応方針について 

■第２回浜岡地域ワーキングチーム［平成 26 年２月４日、12 都県出席］ 

・原子力防災会議を中心とした地域防災計画・避難計画の充実に向けた支援取組について 

・静岡県が検討中の避難計画案（たたき台）について 

○「浜岡原子力発電所にかかる広域避難計画の策定方針及び避難者受入れに当たっての留

意点」についての調整［平成 26 年３月～５月］ 

■第３回浜岡地域ワーキングチーム［平成 26 年５月 14 日、12 都県出席］ 

・浜岡エリア避難住民受入れ可能数調査に係る協力依頼 

○浜岡地域ワーキングチームの検討における避難者受入れ数について（照会） 

（内閣府浜岡地域ワーキングチーム事務局）発出［平成 26 年５月 26 日］ 

○同照会結果とりまとめ［平成 26 年８月中旬］ 

■第４回浜岡地域ワーキングチーム［平成 26 年 10 月 28 日、12 都県出席］ 

 ・原子力防災体制の強化について 

 ・受入れ可能数照会結果の報告 

○静岡県及び関係市町による受入れ都県との個別協議［平成 26 年 11 月～継続中］ 

■第５回浜岡地域ワーキングチーム［平成 27 年３月 12 日］ 

・個別協議の進捗報告 

■第１回浜岡地域原子力防災協議会作業部会［平成 27 年 6 月 15 日、12 都県出席］ 

・協議会・作業部会の体制の説明 

・個別協議の進捗報告、今後のスケジュール報告 

■第２回浜岡地域原子力防災協議会作業部会［平成 27 年 10 月 9 日、静岡県内関係機関出席］ 

・協議会及び作業部会について 

・浜岡地域原子力災害広域避難計画の検討状況及び緊急時対応の検討事項について 

■第３回浜岡地域原子力防災協議会作業部会［平成 28 年 1 月 7 日、12 都県出席］ 

・浜岡地域原子力災害広域避難計画の内容及び今後の進め方について 

※12 都県出席の会議は、会議当日欠席をした都県に対して、個別の説明を実施。 
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浜岡地域原子力防災協議会及び作業部会の体制について 

 

１．概要 

道府県や市町村が作成する地域防災計画・避難計画等の具体化・充実化を支援するため、

原子力発電所が所在する地域毎に「地域原子力防災協議会」が設置された。 

浜岡地域については、浜岡地域原子力防災協議会・作業部会において、当面の課題である

浜岡地域の広域避難計画策定に向け、静岡県周辺 12 都県との協議を支援しているところであ

る。今後も引き続き、静岡県の浜岡地域広域避難計画及び関係市町の広域避難計画策定の支

援を行うとともに、川内地域や伊方地域と同様に、浜岡地域原子力防災協議会において、緊

急時対応の確認項目に準じた確認を実施する必要がある。 

 

２．浜岡地域原子力防災協議会 

 「地域原子力防災協議会の設置について」（平成 27 年 3 月 20 日内閣府政策統括官（原子

力防災担当）決定）に記載された下記の構成員を基本として、別途、浜岡地域原子力防災協

議会の構成員を設定する。 

 

地域原子力防災協議会 構成員 

内閣府 政策統括官（原子力防災担当） 

原子力規制庁 長官官房核物質・放射線総括審議官 

内閣官房 内閣官房副長官補（事態対処・危機管理）付危機管理審議官 

内閣府 大臣官房審議官（防災担当） 

警察庁 長官官房審議官 

総務省 大臣官房総括審議官 

消防庁 国民保護・防災部長 

文部科学省 大臣官房審議官（研究開発局担当） 

厚生労働省 大臣官房技術総括審議官 

農林水産省 大臣官房技術総括審議官 

経済産業省 大臣官房審議官（エネルギー・環境担当） 

国土交通省 大臣官房危機管理・運輸安全政策審議官 

海上保安庁 総務部参事官（警備救難部担当） 

環境省 大臣官房審議官 

防衛省 大臣官房審議官 

関係道府県 副知事 

※ 関係道府県の出席者は、当該道府県の状況に応じ、副知事又は同程度の職にあるものとする。 

※ 関係市町村及び電力事業者は、オブザーバーとして会議に参加することができる。 

資料１ 別紙
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３．浜岡地域原子力防災協議会作業部会

「地域原子力防災協議会の設置について」では、地域原子力防災協議会の構成員を補佐す

るため、作業部会を置くこととし、その基本構成は、地域毎の課題や事情に応じて柔軟に設

定する。 

浜岡地域原子力防災協議会作業部会については、浜岡地域の現状の課題を踏まえ、当面、

以下の 2 点について検討を進める。 

①周辺都県との避難計画の調整に係る課題の検討 

②地域防災計画・避難計画の充実化に向けた県内関係機関との調整に係る課題の検討 

 

表１ 浜岡地域原子力防災協議会作業部会の検討テーマ及び体制 

①周辺都県との避難計画の調整に係る課題の検討 

構成員 静岡県原子力安全対策課 

経済産業省資源エネルギー庁 

原子力規制庁原子力災害対策・核物質防護課、監視情報課 

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付 

浜岡原子力規制事務所 

オブザーバー 12 都県（群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、愛知県、三

重県、岐阜県、富山県、石川県、福井県） 

主な検討事項 静岡県・関係市町の避難計画策定に向けた、受入れ都県・市町村との調整 

②地域防災計画・避難計画の充実化に向けた県内関係機関との調整に係る課題の検討 

構成員 静岡県原子力安全対策課、原子力災害避難計画策定庁内連絡会構成員 

静岡県警察本部警備部災害対策課、交通部交通規制課 

陸上自衛隊東部方面総監部防衛部防衛課、第１師団司令部第 3 部防衛班 

海上保安庁第三管区海上保安本部清水海上保安部警備救難課 

経済産業省資源エネルギー庁 

原子力規制庁原子力災害対策・核物質防護課、監視情報課 

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付 

浜岡原子力規制事務所 

オブザーバー 中部電力株式会社 

中日本高速道路株式会社 

主な検討事項 避難計画の具体化、緊急時対応の取りまとめに向けた検討 

※今後、必要に応じてテーマ毎の分科会を設置。 




